	自動車車体整備業


売上高は昨年から今年３月頃までは景気の回復や1000円高速道路の実施による使用機会の増加等もあって、やや増加もしくは比較的堅調であった。しかし、東日本大震災後は景気減速や自粛、ガソリン価格高止まりなどもあって減少気味である。震災の影響は小規模事業者の資材調達にみられた模様である。

業界概要
　自動車車体整備業は、板金塗装技術等により主として損傷した車体の復元修理を行う業種である。主要設備は板金用工具類、塗装設備、塗装ブース、リフト、車枠矯正装置、レッカー車などである。技能者には、国土交通省による自動車車体整備士資格制度がある。

主な業態は、車体整備専業、車体整備＋分解整備（車検関連）、車体整備＋分解整備＋車両販売などである。
　これらの業態の中で新車販売を行うメーカー系ディーラーの車体整備市場での存在は大きく、車体整備の内製化を進めている。最近は新車販売の低迷もあって、車体整備や分解整備の受注獲得を図るため顧客の囲い込みに積極的である。車体整備専業では、ディーラーの下請を中心とする事業所、個人・法人企業等からの直需を中心とする事業所、それらを合わせて取り組む事業所がある。

需要の特徴

　当業界の需要は、車両の運行等に伴って発生する事故による車体の損傷修復や改造などである。需要変動は二つの要因がある。第一に、車両の通行量の変動に影響される。その主な要因としては景気変動や燃料価格の変動によって所有者の車両利用量が変動することがある。一昨年来実施された高速道路料金の引下げと中止も通行量の変動要因となる。第二に新車販売の変動が影響する。新車の購入者は、購入から数年は車両保険をかける傾向にあり、車体を損傷すると積極的に修理する。しかし、車齢が高くなると車両保険はかけず、また、損傷があっても修理しない傾向がある。

大阪の位置

　車検を取り扱う一般整備業は道路運送車両法による認証制度によって全事業所が捕捉されているが、車体整備業は単独業種として捕捉できない。

大阪府自動車車体整備協同組合によると、大阪府の事業者数は、一般自動車整備事業者数4,345(平成23年３月)の１/３程度として、1000～1200程度と推測されている。全国における地位は、大阪府の一般自動車整備事業者数と同じ３位と推測される。

最近の景況

　全国の車体整備市場の動向をみると、総数で年々減少傾向にあるものの平成21年には減少幅が縮小し、また、保険・一般支払い修理数が増加に転じるなど、下げ止まりつつあるとみられている。21年には、３月末から高速道路通行料が週末1000円となり、６月にはエコカーへの補助金・減税制度が始まったことも背景にある。

大阪は、この環境下に緩やかな景気回復もあって、昨年から今年３月頃までは、やや増加もしくは比較的堅調であったとするところが減少よりは多いようである。しかし、４月以降は東日本大震災による景気減速や消費の自粛に加えて燃料価格の上昇の影響などからか、やや減少傾向か横ばい傾向にあるようである。また、震災による資材等の調達は、規模の小さい事業者に影響があったようである。
経営面での取組み

　自動車ユーザーから直接受注を促進する動きがあり、様々な取組がなされている。新たな受注獲得は顧客からの紹介が主であったが、凹みや擦り傷などの軽修理を手がけるＦＣへの加盟や洗車サービスなどによるユーザーとの直接的な接触によるコミュニケーション増加等を手がかりとして受注獲得を図る事業者もある。また、サービス業としての経営姿勢を徹底し、コミュニケーション力を高め顧客からの紹介促進に努めるところもある。
　新規の雇用はみられず、退職者の補充を中途採用で実施しているにとどまっている。また、新規の設備投資は、控えられている。

今後の見通し
新車販売が伸び悩んでいること、高速道路料金の週末1000円が中止されること、燃料価格が高止まりしていること、平均車齢が22年３月末で乗用車が約7.5年と高齢化が進んでいることなどからやや減少気味で推移するのではないかとみられている。 

    　　　　　　　　　　　　　　(肥山　正秀)
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中古車 新車

台数 平成17年 525 202 180 40 947

18年 491 182 150 40 863

19年 482 164 135 40 821

20年 470 148 121 32 771

21年 477 151 115 25 768

金額 平成17年10,500 1,091 12,071

18年10,106 980 11,500

19年 9,890 885 11,156

20年 9,400 800 10,525

21年 9,251 904 10,435

(注）補修とは、板金作業を伴わない塗装等。
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